













































本稿では、こうした軍備縮小と「国防」との関わりの問題や日本の「国防」のあり方に対する水野の見解を、彼 言説を跡づけながら明らかにしていくことと 。一 　ワシントン海軍軍縮への評価
　一九一五（大正四）年の「対華二十一か条要求」に象徴される
中国への日本の権益拡大の動きは、第一次大戦期以後 国際社会、とりわけ極東に大きな関心を有するアメリカやイギリスの対日警戒感を引き起こさずにはおかなかった。なかんずく「門戸開放」を旨としてきたアメリカは、日本の対中国政策に不信感を強めるなか、一九一六（大正五）年「世界第一位の海 」を目指して海軍拡張に着手した。それに対抗する形で、日本でも一九二〇（正九）年に戦艦八隻・巡洋艦八隻を基幹とする 八 ・八艦隊」建設が計画された。こうした日米間の建艦競争は、両国関係の緊張を増大させることになっ また他方で、 海軍力 優越をめぐってアメリカとイギリスの間でも建艦競争の動きが芽生え 米英の三国を中心とした激しい海軍拡張競争が展開 れる構図が出来上がりつつあったのであ 。
　大戦後の世界的不況のなか、こうした歯止めなき建艦競争と日
本の極東・太平洋地域での勢力拡大問題 打開すべく、政府はワシントン会議の開催を提唱し、一九二 （大正一〇）年八月に日本、イギリス、フランス、 タ ア、オランダ、ベルギー、ポルトガル、中国に正式に招待状 送った。経済不況下の日本も海軍軍縮自体に 異存はなく、また極東・太平洋問題をめぐる本への誤解や反感を解消する必要があるとの判断から メリカ
の招請を受け入れることになった。かくて一一月一二日、ワシントン会議は開催の運びとなったのである。
　ワシントン海軍軍縮会議が開催される直前、水野は「華盛頓会

















本の総歳出に占める軍事費の割合（一九一七年─二一年）は、四三 ・五四％であり、一九一七年から二二年におけるアメリカの二三 ・ 〇％、イギリスの二二 ・ 六％と比較してもはるかに大きな負担率となってい
た（８）
。こうした実状を踏まえた上で、彼は海軍軍縮
不成立の場合に日本国民が一層 軍 負担を強いられることを危惧しつつ、ワシントンでの交渉 推移を見守っていくのである。
　ワシントン会議が開催されるや、日本側では特に加藤寛治海軍











いたのであった。そこに 、軍縮交渉の決裂が財政的な問題にとどまらず、とりわけアメリカとの 事的な関係においても日本に大きな不利益をもたら かねない する水野の懸念があった。いわく、












































































争」の違いを認めていた。このような認識に突き動かされながら、彼は国家をあげて国民全体が戦争に動員される総力戦の時代において、依然として多くの日本国民が「戦闘と戦争とを同一視」し、「軍備（即ち武力）と国力（即ち国防力）とを混同して居る」ことに警鐘を鳴らした である。かかる「 闘」と「戦争」の峻別は、日本人に戦争観の転換を迫 ものであった。





　この戦争観には、 戦争の勝敗の帰趨が 「軍備」 よりも、 むしろ 「国
力」つまり「国防力」によって決せられることが如実に示されいる。
　では「軍備」と「国防力」はどのような関係にあるとされたの










































































。 」 そこには、 「軍備」 の縮小を通して、 「国
力」およびそれを下支えする「民力の涵養」を図るこ が、まさに「国防力」の充実につながるのだという水野の思考スタイルが端的 示されていた。こうした陸軍軍縮支持の根拠に窺える水野の「国防」認識は、し がって先述の「 備に金を投ずるよりも……先づ 力の充実を図る」べしとするワシントン海軍軍縮是認の論理とも相通ずるものがあったといえよう。
　いずれにせよ、 「軍備」よりも「国力」によって勝敗の帰趨が決






ムは、水野にとって、 「軍備」の抑制を阻害しかねない性格を有するものと捉えられていた。それゆえ「軍備」縮小を志向する水野は、 日本の 「軍備」 策定システムに危惧の念を抱かざるを得なかった。かかるシステムを改めるべく、彼はいかなる構想を打ち出したのであろうか。
　まず水野は、 「軍備」計画を策定する機能が軍人によって専有さ
































































ほかに政治家、外交家、経済財政家を交えた「国防会議」設置の必要性を叫ばざるを得なかったのである。かかる 軍人の専擅」を許している制度の中核にあるのが、先に触れた「帷幄上奏権」であった。こうした「国防会議」設置 障害となっている「帷幄上奏権」 の壁は取り払われねばならない。 ここにおい 水野は、 「帷幄上奏権」の根拠となっている「統帥権の独立」の問題に切り込んでいくことになるのであ 。⑵ 　「統帥権の独立 否定 軍部大臣 開放」
　前述のように「統帥権の独立」とは、大元帥（天皇）の軍隊統
率権が一般国務から分離されることを意味した。それゆえ「統帥権の独立」は、 」を「統治権」の範囲外に置くことを前提にして成り つ概念であった。しかしながら、 人 よ 軍備計画の策定機能の専有を排撃する水野 らすれば か る「軍人の専擅」を担保する「統帥権の独立」は受け入れられるものではなかった。ここに、水野は「統帥権の独立 否定す 論陣を張ることになる
　水野は、帝国憲法第一条「大日本帝国ハ万世一系ノ天皇之ヲ統













るが、 「統帥権の独立」を否定するにあたり、 水野は「統帥」と「作戦用兵」 ・ 軍隊の指揮統率 を分け 考えるべきだとして、次のように述べるのであった。


























任を負う「統帥権」が、内閣のつかさどる「一般政務 組み込まれ「統治権」の従属下に入ること 、 「統帥権 独立 は存立根拠を失い、それゆえ「統帥権の独立」に立脚した「帷幄上奏権もまた撤廃を余儀なくされるという理屈が立てられたのである。
　次に、 「統帥権の独立」とともに「軍人の専擅」を招来する制度
として、水野が問題視したのは 軍部大臣武官制 っ 。とも 「軍部大臣武官制」とは一八七一（明治四）年 当時 兵













































　水野にとって、 「国防」が「軍人 専擅」から解 されるために





位置づけ直す制度上の転換が図られねばな なかった。その背景には、 先述のように、 本質的に〝好戦的〟 人のみに委ねた「軍備」計画の策定が 軍備」 拡張を招きかねないという水野の危惧があった。それゆえ彼は、 「軍備」計画 策 プロセスに、軍人の視点に限定されない政治的、外交的、経済的側面から 多角的なチェック機能が働くシステム（＝「国防審議機関 ）を導入することで、総合的な「国力」としての 国防力」 充実が図られることを期待したのである と同時に は、とりわけ経済力の「貧弱」な日本の現状を鑑みた時 民力 涵養」という観点から、 軍備 の縮小を要請するも となったのであった。
　しかしながら、 「国防」を「軍人の専擅」から解き放ちつつ、 「国








































































注（１） 　「年譜〔水野広徳〕 」 （ 『現代日本文学全集 　第四九篇─戦争文学集』
改造社、一九二九年）四六六頁。
（２） 　水野広徳 後篇 　剣を解くまで」 （ 『反骨の軍人 ・ 水野広徳』 経済往来社、
一九七八年）四三七頁。








水野広徳「華盛頓会議と軍備縮限」 （ 『中央公論』 一九二一年一〇月号）
九九頁。
（６） 　同右、一〇〇頁。（７） 　同右、一〇六頁。（８） 　池井優 『日本外交史概説』 慶應義塾大学出版会、 一九九二年） 一四七頁。（９） 　水野広徳 「海軍制限と其の善後策」 （ 『太陽』 一九二二年一月号） 二六頁。（







11） 　水野広徳「軍事上より見たる海軍協定」 （ 『中央公論』一九二二年二月号）九〇頁。
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24） 　水野広徳「一時の反動現象に昏迷する勿れ 中央公論』一九二三年一月号）一〇一─一〇 頁。
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36） 　「加藤全権伝言」一九二一年一二月二七日（ 『太平洋戦争への道 　開戦外交史』別巻資料編、朝日新聞社、一九八八年）三頁。この「伝言」は海軍次官井出謙治宛に作成された口述筆記による文書である。
（
37） 　『帝国議会衆議院議事速記録
42』 （東京大学出版会、 一九八二年） 三九頁。
（










42） 　家永三郎「水野広徳の反戦平和思想 （家永三郎『日本近代思想史研究〔増訂新版〕 』東京大学出版会、一九八〇年）三一六
―
三一七頁。同書

















































Mizuno Hironori’s View of “National Defense”
─ Centering on the Concept Linked with Reduction of Armaments ─
FUKUSHIMA, Yoshikazu
キーワード：水野広徳、軍備縮小、国防、ワシントン海軍軍縮条約
Key words ：Mizuno Hironori, reduction of armaments, national defense, Washington Naval Treaty
